
【共通】 直近の決算日： 令和 7 年 3 月 31 日
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１．団体の概要

団体名 有明海水産振興基金（公財）
国営諫早湾開拓事業の実施による漁業への影響を考え、有
明海における水産振興に必要な施設及び環境整備、その他
公益的施設の整備等を図るとともに、有明海の海域特性に
あった沿岸性魚種の放流種苗を安定的に確保することにより
栽培漁業の推進を図る。

定款等に定める事業

（１）沿岸性魚種の種苗放流事業
（２）その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

959,000

0.00

0.00

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

島原市霊南二丁目16番地21

８５５－０８１２

長崎県

県内市町

その他

０９５７－６３－０３７９

shimagyo@shimabara.jp

０９５７－６３－１４６９

設立年月日 昭和62年10月1日

ホームページURL

所在地等

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

R6

0

8

8

うち県OB

8

0

常勤

8 8

役員
（名）

R4

合　計

非常勤 8

区分

他自治体R5

1

R6

40代

R5

20代以下

区分

県派遣又は兼務職員

上記役員以外の顧問等

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

県の役職 団体での役職

県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

正規職員

60代以上50代1人当たり人件費(R6、年代別)
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

評議員会 8 名

理事会 6 名 事務局

代表理事 1 名 事務局長 1 名

理事 5 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

〇

1

2

3

事業概要事業名

種苗放流事業

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

■放流魚の生息環境や経済性を重視した種苗放流技術の確立と実施

生育適地への放流や生存率を高めるための適正サイズでの放流について、研究機関や関係県との広域的な連携
を図り、放流効果の更なる検証を行うことにより栽培漁業を一層効果的に推進する。

団体の役割

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

地元漁業者の要望に応じて放流事業を実施することに
より,栽培漁業の推進に貢献し、資源の維持増大及び地
域の漁業所得向上につなげる。

地元の要望に応じた種苗放流を実施することが
できた。今後もより効率的な放流事業を実施す
る。

説明

当該法人は、県及び地元が出損した基金の運用益で放
流事業を行っているものであり、法人自らが運営し、地元
漁業者の要望に応じて地域に適した魚種を柔軟に選択
することで、地元漁業所得の向上に寄与するものであ
る。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

法人が実施する放流事業において、限られた財源で最
良の効果が得られるよう、適切な指導を行う。

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

４魚種３５７千尾
の種苗放流

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

11,578
沿岸性魚種の種苗
放流事業
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

〇

①

②

③

④

実績 (R　)
R6 計画上の目標値 最終年度

R6 計画上の目標値 最終年度

実績 (R　)

中期経営計画の目標達成

事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している

判定項目

中期経営計画の策定 [２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

R4

No. 項目名

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

②

（翌年度に向けての改善事項等）

実績
計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

（目標値設定の根拠・考え方）

達成状況

項目名

④

（翌年度に向けての改善事項等）

項目名

計画上の目標値R6
実績

最終年度

R6

③

（目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

(R　)
達成状況

最終年度

達成状況

中
期
計
画

No.

No.

（目標値設定の根拠・考え方）

①

(R　)

-

2

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成

[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

（計画達成状況の判定）

R6

12,58412,254

十分実現している 昨今の低金利により運用益が減少する中、地域栽培漁業推進の観点
から基金の取り崩しにより一定の放流規模を確保しているところであ
る。

点数

-

1

合計 3

評価理由

項目名

12,254

（県が期待する効果の実現）

事業費（千円）
12,254

備考R5

12,254 11,578

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）
種苗放流事業

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

（計画）

（実績）

 3  20（公財）有明海水産振興基金



出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 年 月 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

　事業費

経常収益(C)
　うち受託事業収入

88.99

一般正味財産
正味財産合計(B) 983,324

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用 14,097 100.1314,079

-

-11,000

250

8.35

-195.41

当期収入
当期支出

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

-577

-577

経常収益

数値・比率

0

対前年度比
点数

数値・比率

　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-

-

12,634

-
14,454

13,247

959,000

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
0 0

971,000

983,324

６．財務の状況

98.88

960,909

359,000
600,000

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

98.89

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

-

971,702

-

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

13,502

1,207

14,454

271.94

-622 -194.05

93.97

100.58

-

13,604

-11,000

1,207
14,079

107.80
1,909

13,525

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

92.87

144.18

-4.62

-194.05

0

53.021,324

0

当期支出

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

-4.27

当期経常増減額率(I／C) -4.27

経常費用 当期収支差額

県財政支出率(E／C)

13,247
99.80

100.1314,097

【会計単位別】
一般会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
100.00-11,000

4.24

271.941,909

3.66

0.00

0.00

89.17

当期経常損益

93.97

【収支計算書等】
-

当期経常増減額(I)
経常外損益

107.80

493 613 124.34

-194.051,207

100.00

対前年度比

当期収入

1,324

100.00

702 53.02

0.00

115.92

0.00

合計 -1.5

4.10 103.36

-1.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

0.0

0.000.00

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 100.00

-0.5

0.0

100.00100.00

109.09

-180.91

0.0108.01 -195.41-180.91

-4.62

0.0

-12,000 109.09100.00-11,000

100.00100.00

0.08.35108.01

対前々年度比

R5

0

判定項目
R6

数値・比率
R4

00
特別会計

合　　　　　　計

-

250

-12,000 109.09

107.27

1,324
982,000

554

-577

13,502

-

13,475

13,502

107.80
-

702

-622

13,475

-622

-

99.80
-

971,702

1,909

-
-

98.82
702

-

98.88

13,475
-

-
99.80

53.02

100.00

-
107.27

-
-

250

271.94
98.76

107.27

-

-

960,909
-

-

14,454

98.8998.82

98.76959,000
600,000
371,000

-
97.12

100.00

-

-
-

- 0

100.00
96.77

971,000

382,000

982,000
600,000

702

R4 R6

（単位：千円、％）

金額

271.941,909
-

R5

-

対前年度比対前年度比 対前年度比金額 金額

53.021,324
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

当該団体が実施する種苗放流事業において、限られた財源で最良の効果が得られるよう適切な指導を行う。また、
県として今後の栽培漁業の方向性を検討し、資源の維持増大および沿岸漁業者の所得向上に貢献できる体制整
備を進めていく。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

　事務局については、事務内容、量及び経済性を考慮して兼務職員（漁協職員）１名を配置している。
事業規模、財務を維持するため、基金の取り崩しの見直しを実施した。。
事業規模を維持。拡大するため、今後もより効果の高い事業を推進する。

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

1.5

1.5

低金利が続く中、令和5年から基金の取り崩しにより運営を行っているが、本年は利率が幾
分上昇したため、これを加味した上での適切な運営と、より効果的な放流事業の実践が重要
である。

Ｂ総合判定
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